概要
字幕放送（デジタル放送）について
１　「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組における字幕番組の割合（注１）は、ＮＨＫ（総合）：７０．６％（対前年度比８．４％増）、ＮＨＫ（教育）:５３.５％（対前年度比１.０％増）、在京キー５局（注２）平均：９０．８％（対前年度比１．９％増）、在阪準キー４局（注３）平均：９０．９％ （対前年度比５．３％増） 、在名広域４局（注４）平均：８４．１％（対前年度比６．７％増） 、全国の系列ローカル局（在阪準キー４局及び在名広域４局を除く１０１局）平均：６４．０％（対前年度比２．８％増） となっています。
２　総放送時間に占める字幕放送時間の割合は、ＮＨＫ（総合）：６１．０％（対前年度比４．８％増） 、ＮＨＫ（教育）：４５．５％ （対前年度比２.９％増） 、在京キー５局平均：４６．１％ （対前年度比２．２％増） 、在阪準キー４局平均：４１．７％（対前年度比０.３％増） 、在名広域４局平均：４１．３％ （対前年度比２．８％増） 、全国の系列ローカル局（在阪準キー４局及び在名広域４局を除く１０１局）平均：３２．９％（対前年度比１．５％増） となっています。
解説放送（デジタル放送）について
１　「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組における解説番組の割合（注５）は、ＮＨＫ（総合）：８．９％（対前年度比１．３％増）、ＮＨＫ（教育）:１２．０％（対前年度比０．８％増）、在京キー５局平均：３．０％（対前年度比１．６％増）、在阪準キー４局平均：３．０％（対前年度比２．０％増） 、在名広域４局平均：２．６％（対前年度比１．０％増） 、全国の系列ローカル局（在阪準キー４局及び在名広域４局を除く１０１局）平均：１．７％（対前年度比０．９％増） となっています。
２　総放送時間に占める解説放送時間の割合は、ＮＨＫ（総合）：７．６％（対前年度比１．７％増） 、ＮＨＫ（教育）：１０．７％ （対前年度比０．７％増） 、在京キー５局平均：１．１％（対前年度比０.５％増） 、在阪準キー４局平均：１．２％ （対前年度比０.６％増）、 在名広域４局平均：１．０％（対前年度比０．４％増） 、全国の系列ローカル局（在阪準キー４局及び在名広域４局を除く１０１局）平均：１．０％（対前年度比０．５％増） となっています。
（注１）「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組における字幕番組の割合については、２週間のサンプル週（平成２２年５月３０日（月）～６月５日（日）及び１１月２８日（月）～１２月４日（日））における調査。
 普及目標の対象となる放送番組とは、７時から２４時までの間に放送される番組のうち、次に掲げる放送番組を除くすべての放送番組をいう。
・技術的に字幕を付すことができない放送番組（例　現在のところ、複数人が同時に会話を行う生放送番組）
・外国語の番組
・大部分が器楽演奏の音楽番組
・権利処理上の理由等により字幕を付すことができない放送番組
（注２）在京キー５局：日本テレビ放送網株式会社、株式会社ＴＢＳテレビ、株式会社テレビ朝日、株式会社フジテレビジョン、株式会社テレビ東京
（注３）在阪準キー４局：株式会社毎日放送、朝日放送株式会社、讀賣テレビ放送株式会社、関西テレビ放送株式会社
（注４）在名広域４局：中部日本放送株式会社、東海テレビ放送株式会社、名古屋テレビ放送株式会社、中京テレビ放送株式会社
（注５）今回の調査より「「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」の普及目標の対象となる放送番組における解説番組の割合」の集計・公表を行うこととし、７時から２４時までの間に放送される番組のうち、次に掲げる放送番組を除くすべての放送番組を「普及目標の対象となる放送番組」としている。なお、除外される放送番組（解説を付すことができない放送番組）に係る考え方については、今後の行政指針の見直しに係る議論等を踏まえて変更する可能性がある。
・権利処理上の理由により解説を付すことができない放送番組
・２か国語放送や副音声など２以上の音声を使用している放送番組
・５．１ｃｈサラウンド放送番組
・主音声に付与する隙間のない放送番組
（注６）マルチ編成を行っている場合には、その数値を含む。
以上
